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新
庁
舎
に
求
め
る
基
本
的
機
能

新

庁

舎

の

建

設

規

模

　

少
子
高
齢
化
の
更
な
る
進
展
や
、
度

重
な
っ
て
発
生
し
た
大
規
模
な
自
然
災

害
な
ど
の
諸
課
題
、
社
会
変
動
に
伴
い

　

基
本
理
念
に
基
づ
き
、
必
要
と
す
る

基
本
的
機
能
を
実
現
す
る
た
め
、
新
庁

舎
建
設
規
模
を
下
表
の
と
お
り
設
定
し

ま
し
た
。

　

敷
地
面
積
に
つ
い
て
は
、
延
床
面
積

１
万
平
方
㍍
な
ど
を
実
現
す
る
た
め
、

隣
接
す
る
土
地
の
取
得
等
を
行
い
、
敷

地
と
し
て
活
用
す
る
計
画
で
す
。

敷地面積 約 12,000 平方㍍
延床面積 約 10,000 平方㍍
駐車場 130 台程度
駐輪場 バイクを含めて

400 台程度

新庁舎建設規模

事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

　

平
成
28
年
度
か
ら
開
始
す
る
設
計
作

業
で
は
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
や
市
民
説

明
会
な
ど
を
開
催
し
て
、
よ
り
多
く
の

意
見
を
伺
っ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。
建
築
工
事
が
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開

催
時
期
に
重
な
り
ま
す
が
、
建
築
費
の

動
向
を
踏
ま
え
、
慎
重
に
事
業
を
進
め

て
い
き
ま
す
。

平成 28年度 基本設計着手
平成 29年度 実施設計着手
平成 30年度 建築工事着手
平成 32年度 建築工事完了
平成 33年度 新庁舎業務開始

年次計画

総

事

業

費

　

新
庁
舎
の
建
設
費
に
加
え
、
現
在
の

庁
舎
な
ど
の
解
体
費
、
駐
車
場
を
含
む

外
構
整
備
工
事
費
な
ど
を
含
め
て
総
額

約
50
・
８
億
円
の
事
業
を
計
画
し
て

い
ま
す
。

事業費
工事費（※１）43.8 億円程度
備品・移転等
費用（※２） 4.9 億円程度

委託費（※３） 2.1 億円程度

合計 50.8 億円程度

財源
補助金等 1.5 億円程度
公共施設等
整備基金 28 億円程度

地方債 20 億円程度

一般財源 1.3 億円程度

合計 50.8 億円程度

事業費・財源

多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て

い
く
た
め
に
、
新
庁
舎
の
目
指
す
姿
と

し
て
、
３
つ
の
基
本
方
針
・
６
つ
の
基

本
理
念
・
12
の
基
本
的
機
能
を
左
記
の

と
お
り
定
め
ま
し
た
。

今

後

の

事

業

の

進

め

方

　

今
後
は
、
４
月
以
降
に
設
計
者
の
選

定
作
業
に
着
手
し
、
設
計
作
業
を
進
め

て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
作
業
の
進

ち
ょ
く
状
況
は
、
市
報
や
市
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
な
ど
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

近
年
の
建
築
市
場
は
、
東
北
地
方
の

震
災
復
興
事
業
、
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

開
催
に
向
け
た
準
備
な
ど
に
よ
り
、
建

　基本計画策定までに市民意見の公聴機会として、市ホームページへの
意見投稿フォームの開設、意見投

と う か ん

函箱の設置のほか、パブリックコメン
トを２回、市民説明会を３回開催しました。これまでにいただいた 200
件を超える意見のなかから、主なご意見に対する市の考え方をお知らせ
します。

　　　現在の市庁舎は耐震性能の不足以外に、給排水など衛生設備や電
気設備などの老朽化、窓口の分散、バリアフリーへの未対応など多くの
課題があります。耐震補強を含む大規模改修を行えば、いくつかの課題
を当面の間は解決することができますが、現庁舎は建築されてから既に
40 年を経過しており、一般的に 60 年と言われているコンクリート建物
の寿命からすると、近い将来には必ず建て替えが必要な時期が訪れます。
　この問題について、市は市議会とともに検討を重ね、庁舎としての機
能の確保と長期的な費用対効果など、総合的な観点から建て替えを整備
方針としました。

　　　市役所の役割を大きく分けると、「市民サービスを提供すること」
「市民の生命と財産を守ること」があります。
　市民サービスを提供する役割で言いますと、清瀬駅周辺という立地は、
市内各地域から公共交通機関でアクセスでき、通勤・通学などに合わせ
て利用できるなど、利便性の面で優れています。
　一方、市民の生命・財産を守る役割で言うと、現在の位置は、ほぼ市

上記の計画について、これまでにいただいた主な意見

新庁舎建設基本計画について

Q2

Q3

Q4

A1

A2

A3

A4

防災拠点となる安
全な庁舎

６つの基本理念 12 の 基 本 的 機 能

市民とのつながり
が広がる庁舎

清瀬の地域性と環
境に配慮した庁舎

誰もが安心して利
用できる庁舎

良質な市民サービス
を提供できる庁舎

効率的で使いやす
い柔軟な庁舎

市民交流・市民利便機能の充実

大規模地震など災害に強い庁舎の実現

災害対策・危機管理機能の強化

ユニバーサルデザインの導入

プライバシー配慮・施設及び情報管理の強化

分かりやすく快適な窓口環境の実現

機能的で働きやすい執務環境の実現

フレキシビリティ（柔軟性）の確保

ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用

開かれた議会・市政に参加しやすい庁舎の実現

清瀬らしい緑豊かな環境づくりと景観形成

省エネルギー技術などの積極的な活用

　平成 23 年度に現庁舎の耐震性能不足が判明して以降、市議会や市民の皆さんの
意見を伺いながら庁内での検討を踏まえ、平成25年度に、耐震性能を確保するため、
現庁舎を建て替えることを決定しました。その後、平成 26 年度に新庁舎建設基本
計画策定委員会から答申をいただき、平成 27 年 10 月に実施したパブリックコメ
ントでの意見内容を踏まえ、新庁舎建設基本計画を策定しました。
　新庁舎建設基本計画とは、新庁舎建設の前提条件となる庁舎規模、庁舎機能、建
物の配置などの条件及び、財政計画や事業スケジュールを具体的に示すものです。
　今号では基本計画の概要を再度お知らせするとともに、パブリックコメントなど
で皆さんからいただいた意見をご紹介します。

問合せ　新庁舎建設室☎ 497・1805

※パブリックコメントの実施結果と基本計画は、市ホームページや行政資料コーナ
ー（市役所本庁舎３階）、また２月 29 日までは中央・駅前図書館、各地域市民セ
ンターなどの市内各公共施設でも閲覧できます。

築
資
材
の
高
騰
や
人
材
不
足
な
ど
、
事
業
を
進
め
る
際
の
諸

課
題
の
発
生
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の
な
か

で
健
全
財
政
を
維
持
し
、
将
来
負
担
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
に

は
、
設
計
・
工
事
を
進
め
る
上
で
、
必
要
な
都
度
、
市
議
会

及
び
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
意
見
を
伺
い
な
が
ら
、
状
況
判
断

を
し
て
慎
重
に
事
業
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

現在の清瀬市役所本庁舎

安全安心な
庁舎づくり

３つの基本方針

使いやすい
効率的な庁舎
づくり

誇りと愛着を
持てる庁舎づ
くり

※
１　

新
庁
舎
建
設
工
事
・
現
庁
舎
解
体
工
事
・
外
構
整
備
工
事
な
ど
を
含
む
。

※
２　

備
品
購
入
費
・
移
転
費
・
土
地
取
得
費
な
ど
を
含
む
。

※
３　

測
量
調
査
・
地
盤
調
査
・
基
本
設
計
・
実
施
設
計
・
工
事
監
理
な
ど
を
含
む
。

なぜ耐震改修ではなくて
建て替えなのですか？ 建設費が高騰しているのでオリンピック後

に工事をした方がいいのではないですか？

利便性の高い駅前に移転しないのですか？
市役所以外の公共施設の耐震
化を優先しないのですか？

域の中心地であり、清瀬消防署に近く、また、避難所である清小、清中
と隣接しており、防災活動・災害復旧活動の拠点として、消防署との連
携や迅速な出動、広域的な支援の受け入れ場としての展開が可能です。
　市民サービスを提供する役割は、現在進められているマイナンバー制
度やコンビニエンスストアの活用など、市役所の立地を条件としない利
便性の向上が期待できるため、市民の生命・財産を守る役割の観点から、
現在地での建て替えを基本方針としました。

　　　震災後の復興事業やオリンピック施設の建設、都市インフラの整
備などにより、ここ数年建設費が高騰しています。オリンピック開催に
向けた建設需要は開催前に一段落するかもしれませんが、建設費の高騰
は、燃料費や資材費、労働者数など、その時々の社会状況に大きく左右
されるため、今後の推移を想定することが困難です。
　しかし、市庁舎の耐震性能不足の問題は、市民の生命と財産を預かる
庁舎機能の緊急課題であるため、基本計画に示されている事業費を上限
と捉え、新庁舎建設事業を推進していきます。

　　　市内公共施設のうち、小学校と中学校は平成 22 年度までに耐震
化を完了しました。その他の公共施設についても順次耐震化を完了させ、
現時点で国土交通省が定める基本方針にある耐震性能判定基準に満たな
い施設は市役所のみです。しかし、小・中学校や各地域市民センターな
ど市が避難所に指定する施設については、新庁舎整備の完了に合わせ、
更なる耐震性能の向上を目標に改修を進めていきます。

Q1


